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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のアンテナから送信するための第１のラジオ周波数（ＲＦ）出力信号を生成するよ
うに動作可能な第１の送信信号経路と、
　第２のアンテナから送信するための第２のラジオ周波数（ＲＦ）出力信号を生成するよ
うに動作可能な第２の送信信号経路と、
　　受信機におけるより高い受信信号レベルを達成するために、前記第１の送信信号経路
、前記第２の送信信号経路、又は前記第１の送信信号経路と前記第２の送信信号経路との
両方を選択的にイネーブルするように動作可能なコントローラとを備え、
　前記第１の送信信号経路は、第１の出力信号レベルを提供するように動作可能であり、
前記第２の送信信号経路は、前記第１の出力信号レベルよりも低い第２の出力信号レベル
を提供するように動作可能である
無線デバイス。
【請求項２】
　前記コントローラは、前記第１の送信信号経路を常時イネーブルし、かつ前記第２の送
信信号経路を選択的にイネーブル及びディセーブルするように動作可能である請求項１の
無線デバイス。
【請求項３】
　前記コントローラは、前記無線デバイスによって受信された送信電力制御（ＴＰＣ）コ
マンドに基づいて、前記第１の送信信号経路、前記第２の送信信号経路、又は前記第１の
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送信信号経路と前記第２の送信信号経路との両方を選択的にイネーブル及びディセーブル
するように動作可能である請求項１の無線デバイス。
【請求項４】
　前記コントローラは、前記受信されたＴＰＣコマンドに基づいて、前記第１の送信信号
経路と前記第２の送信信号経路との異なるコンフィギュレーションを選択するように動作
可能であり、各コンフィギュレーションは、イネーブルされる少なくとも１つの送信信号
経路の異なるセットに対応する請求項３の無線デバイス。
【請求項５】
　前記コントローラは、前記受信されたＴＰＣコマンドに基づいてフェードを検出し、か
つ、フェードが検出された場合は常時、前記第１の送信信号経路と前記第２の送信信号経
路との異なるコンフィギュレーションを選択するように動作可能である請求項３の無線デ
バイス。
【請求項６】
　前記コントローラは、予め定めた数の連続したアップコマンドが前記無線デバイスによ
って受信された場合にはフェードを検出し、各アップコマンドは、送信電力を増加するＴ
ＰＣコマンドである請求項５の無線デバイス。
【請求項７】
　前記コントローラは、時間ウィンドウ内で前記無線デバイスによって受信されたＴＰＣ
コマンドのうち、予め定めたパーセントか、またはそれよりも高いパーセントがアップコ
マンドであればフェードを検出し、各アップコマンドは、送信電力を増加するＴＰＣコマ
ンドである請求項５の無線デバイス。
【請求項８】
　前記第１のアンテナと前記第２のアンテナとは異なるタイプである請求項１の無線デバ
イス。
【請求項９】
　前記第１のアンテナはダイポールアンテナであり、前記第２のアンテナはパッチアンテ
ナである請求項８の無線デバイス。
【請求項１０】
　データを送信する方法であって、
　無線デバイスにおいて、第１のアンテナから送信するための第１のラジオ周波数（ＲＦ
）出力信号を生成することと、
　第２のアンテナから送信するための第２のラジオ周波数（ＲＦ）出力信号を生成するこ
とと、
　受信機におけるより高い受信信号レベルを達成するために、前記第１のＲＦ出力信号、
前記第２のＲＦ出力信号、又は前記第１のＲＦ出力信号と前記第２のＲＦ出力信号との両
方を選択的にイネーブルすることとを備え、
　前記第１のＲＦ出力信号は、第１の出力信号レベルを提供するように動作可能であり、
前記第２のＲＦ出力信号は、前記第１の出力信号レベルよりも低い第２の出力信号レベル
を提供するように動作可能である
方法。
【請求項１１】
　前記無線デバイスにおいて送信電力制御（ＴＰＣ）コマンドを受信することを更に備え
、
　前記第１のＲＦ出力信号、前記第２のＲＦ出力信号、又は前記第１のＲＦ出力信号と前
記第２のＲＦ出力信号との両方を生成することは、前記受信されたＴＰＣコマンドに基づ
いて選択的にイネーブルされる請求項１０の方法。
【請求項１２】
　前記受信されたＴＰＣコマンドに基づいてフェードを検出することを更に備え、
　前記フェードが検出された場合には、少なくとも１つのＲＦ出力信号の異なるセットが
生成される請求項１１の方法。
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【請求項１３】
　第１のアンテナから送信するための第１のラジオ周波数（ＲＦ）出力信号を生成する手
段と、
　第２のアンテナから送信するための第２のラジオ周波数（ＲＦ）出力信号を生成する手
段と、
　受信機におけるより高い受信信号レベルを達成するために、前記第１のＲＦ出力信号を
生成する手段、前記第２のＲＦ出力信号を生成する手段、又は前記第１のＲＦ出力信号を
生成する手段と前記第２のＲＦ出力信号を生成する手段との両方を選択的にイネーブルす
る手段とを備え、
　前記第１のＲＦ出力信号は、第１の出力信号レベルを提供するように動作可能であり、
前記第２のＲＦ出力信号は、前記第１の出力信号レベルよりも低い第２の出力信号レベル
を提供するように動作可能である
無線装置。
【請求項１４】
　無線デバイス用の集積回路であって、
　ベースバンド信号を受信し、かつ、変調信号を生成するように動作可能な変調器と、
　前記変調信号を増幅し、かつ、第１のラジオ周波数（ＲＦ）変調信号を提供するように
動作可能な第１の増幅器と、
　前記変調信号を増幅し、かつ、第２のラジオ周波数（ＲＦ）変調信号を提供するように
動作可能な第２の増幅器とを備え、
　前記第１のＲＦ変調信号及び前記第２のＲＦ変調信号はそれぞれ、前記第１のアンテナ
及び前記第２のアンテナからの送信用に指定され、受信機におけるより高い受信信号レベ
ルを達成するために、前記第１の増幅器、前記第２の増幅器、又は前記第１の増幅器と前
記第２の増幅器との両方が制御され、
　前記第１の増幅器は、第１の出力信号レベルを提供するように動作可能であり、前記第
２の増幅器は、前記第１の出力信号レベルよりも低い第２の出力信号レベルを提供するよ
うに動作可能である
集積回路。
【請求項１５】
　前記第１の増幅器、前記第２の増幅器、又は前記第１の増幅器と前記第２の増幅器との
両方が、前記無線デバイスによって受信された前記受信機からの送信電力制御（ＴＰＣ）
コマンドに基づいて選択的にイネーブル及びディセーブルされる請求項１４の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に通信に関し、特に、無線デバイスによってデータを送信する技術に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムでは、無線デバイス（例えば、セルラ電話）によって送信されるラジ
オ周波数（ＲＦ）信号は、多数の信号経路を経由して基地局に到達しうる。これらの信号
経路は、視線経路及び反射経路を含んでいる。これらは、環境内のラジオ波の反射によっ
て生成される。従って、基地局は、このように送信されたＲＦ信号の多数のインスタンス
を受信しうる。受信された各信号インスタンスはそれぞれ、異なる信号経路を経由して得
られ、その信号経路によって決定される複合利得及び伝播遅延を有する。これら受信され
た信号インスタンスは、基地局において建設的に加わり、より大きな値を持つ受信信号を
生成しうる。これら受信された信号インスタンスは、その反対に、破壊的に加わり、より
小さな値を持つ受信信号を生成することもある。従って、これら受信された信号インスタ
ンスの増強又はキャンセルに依存して、異なる受信信号レベルが得られる。増強は、通常
、問題ではない。しかしながら、キャンセルは、受信信号レベルを、例えば４０デシベル
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（ｄＢ）までのように、大幅に低下させるかもしれない。キャンセルによって大幅に減衰
された場合、受信信号は、「フェード」状態にあると言われる。
【０００３】
　例えば、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）システムのような幾つかの無線通信システムは
、フェージングによる有害な影響を緩和するために、電力制御を用いる。電力制御によっ
て、無線デバイスの送信電力が、基地局における目標信号対全体雑音比（ＳＮＲ）を達成
するために、必要に応じて増加されたり、あるいは低減される。例えば、無線環境の変化
によって、無線デバイスの受信ＳＮＲが、目標ＳＮＲを下回ったことを基地局が検知する
と、基地局は、無線デバイスに対して、その送信電力を増加するように指示する送信電力
制御（ＴＰＣ）コマンドを送る。無線デバイスは、目標ＳＮＲ、あるいはそれに近い受信
ＳＮＲを維持するために、広い範囲にわたってその送信電力を変えうる。例えば、フェー
ドが、基地局における受信信号を２０ｄＢまで低下させる場合、無線デバイスは、基地局
において、所望のＳＮＲを維持するために、その送信電力を約２０ｄＢまで（すなわち、
１００倍高く）増加するように指示されるであろう。
【０００４】
　多くの無線デバイスは、ポータブルであり、内蔵バッテリによって電源供給される。フ
ェージングと格闘するために高い送信電力を使用することは、バッテリ電力を消耗し、通
話時間を短くする。従って、例えば、ポータブル無線デバイスのために、送信電力を低減
し通話時間を延ばすための技術が、当該技術において必要である。
【特許文献１】米国特許６，２３９，７５５号
【特許文献２】米国特許６，５５９，８０９号
【特許文献３】米国特許６，７２０，９２９号
【発明の開示】
【０００５】
　本明細書では、多数の（例えば２つの）アンテナを装備し、平均して送信電力を低減す
る方式で送信することが可能な無線デバイスが開示される。各アンテナはそれぞれ異なる
方式で無線環境と相互作用し、ダイバーシティを備えるために使用される。多数のアンテ
ナは、異なる設計／タイプ（例えば、ダイポールアンテナとパッチアンテナ）からなり、
異なる散乱効果を得る。無線デバイスはまた、各アンテナにつき１つの送信信号経路を持
っている。送信信号経路はそれぞれ、関連するアンテナから送信するためのＲＦ出力信号
を生成する。多数のアンテナのためのＲＦ出力信号は、同じ信号レベル、又は異なる信号
レベルを有する。
【０００６】
　受信基地局において、大きな受信信号レベルを達成するために、無線デバイスは、１又
は複数の指定された送信信号経路の動作を制御する。この指定された送信信号経路の制御
は、通常は、電力制御のために基地局から受信されるＴＰＣコマンドに応答して無線デバ
イスによって実施される利得又は送信電力調節に加えて行われる。例えば、無線デバイス
は、基地局からのフィードバックに何ら頼ることなく、指定された送信信号経路を自立的
に制御する。無線デバイスはまた、受信したＴＰＣコマンドに基づいて、この指定された
送信信号経路を制御しうる。自立的制御及びフィードバックベース制御との両方に基づい
て、無線デバイスは、各送信信号経路を選択的にイネーブル及びディセーブルし、各送信
信号経路の位相及び／又は利得等を変えること等を行う。何れの場合であれ、指定された
送信信号経路の動作変化による基地局におけるより大きな受信信号レベルによって、無線
デバイスは、平均して、低い送信電力レベルで送信できるようになる。これは、無線デバ
イスの消費電力を低減し、通話時間を長くする。
【０００７】
　本発明の様々な局面及び実施形態が、以下に更に詳細に記述される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　本発明の特徴及び性質は、全体を通じて、同一符号が同一部に対応している図面ととも
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に考慮された場合、以下に示す詳細記述からより明らかになるであろう。
【０００９】
　「典型的」（"exemplary"）という用語は、本明細書において、「例、インスタンス、
又は例示となる」ことを意味するために使用される。本明細書で「典型的」と記載される
何れの実施形態又は設計も、他の実施形態又は設計に対して好適であるとか有利であると
か必ずしも解釈される必要はない。
【００１０】
　図１は、無線デバイス１１０における単一の送信アンテナ１１２から、基地局１５０に
おける単一の受信アンテナ１５２への信号送信の散乱効果を示す。散乱は、送信アンテナ
と無線環境（又は、ラジオチャネル）との間の相互作用を称する。この散乱は、送信アン
テナから送られ、恐らくは、視線（すなわち直接）経路のみならず、反射（又は散乱）経
路を経由して受信されるＲＦ出力信号となる。異なる信号経路による多数の受信信号イン
スタンスは、受信アンテナにおいて建設的にあるいは破壊的に加わりうる。受信信号は、
到着時における経路長さ及び信号位相に依存して、受信信号インスタンスが互いに増強す
る場合に高められ、受信信号インスタンスが互いにキャンセルする場合に減衰される。送
信アンテナと無線環境との間の相互作用は、送信されるＲＦ信号の信号経路のセット、す
なわち、受信アンテナにおける受信信号強度を決定する。
【００１１】
　送信アンテナ１１２に、異なる送信アンテナが使用されてよい。そして、これら異なる
送信アンテナは、一般に、同じ無線環境において、異なる散乱効果を経験するであろう。
これら送信アンテナは、異なるアンテナ設計又はタイプからなっていたり、あるいは、異
なるビームパターン、異なる場所、異なる極性、及び／又はその他の異なる特徴を持つ場
合、「異なる」ものと考えられうる。一般に、互いに対してより異なる送信アンテナは、
より異なる散乱効果を経験する傾向にある。送信アンテナは、著しく異なる方式で無線環
境と相互作用するのであれば、デコリレート（de-correlated）（すなわち、相関性のな
い）された、すなわち、低い相関を持つと考えられる。
【００１２】
　基地局における受信信号は、送信のために使用された送信アンテナと、無線環境とによ
って決定される信号レベルを持つ。基地局は、送信アンテナによる異なる散乱効果によっ
て、同じ無線環境における送信のために使用された異なる各送信アンテナに対し、異なる
受信信号レベルを持つかもしれない。これら送信アンテナがデコリレートされ、無線環境
が、経路遅延による十分な散乱を生成すると、個々の異なる送信アンテナについて基地局
によって得られる異なる受信電力レベルもデコリレートされる。
【００１３】
　上記記載は、データ送信用に１つの送信アンテナ１１２を使用することを仮定する。パ
フォーマンス改善のために、異なる多数の、好適には、デコリレートされた受信信号イン
スタンスのセットが基地局において生成されるために、多数の送信アンテナが使用される
。セットは、送信アンテナそれぞれに対応する。これら多数の送信アンテナは、選択的に
イネーブル及びディセーブルされる。あるいは、又はそれに加えて、これら送信アンテナ
から送られた信号が、基地局において受信信号インスタンスの全てが結合され、より大き
な受信信号を生成できるように、振幅及び／又は位相が調節される。受信信号レベルを改
善することは、異なる送信アンテナと無線環境との間の異なる相互作用（すなわち、異な
る散乱効果）に依存する。これは、アンテナビームを形成し、かつ受信アンテナに向かう
信号送信の操作を試みる従来のビーム形成とは対照的である。
【００１４】
　以下の記述において、「チャネルコンフィギュレーション」は、与えられた無線環境に
おいて動作する１又は複数の送信アンテナからなる与えられたセットを称する。異なるチ
ャネルコンフィギュレーションは、個々の異なるアンテナ、異なるアンテナの組合せ、多
数のアンテナから送られた信号の異なる調節等で得られうる。「送信信号経路」は、１つ
のアンテナのためのＲＦ出力信号（ＲＦｏｕｔ）を生成するために使用される回路ブロッ
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クの集合を称する。各アンテナについて、１つの送信信号経路が提供される。しかしなが
ら、多数の送信信号経路が、幾つかの共通の回路ブロックを共有することもある。各送信
信号経路は、一般に、アナログベースバンドからＲＦまでの信号処理／調整の全てをカバ
ーする。
【００１５】
　図２は、無線デバイス２１０及び基地局２５０の実施形態のブロック図を示す。この実
施形態では、無線デバイス２１０は、２つのアンテナ２３０ａ，２３０ｂを装備している
。また、基地局２５０は、単一のアンテナ２５２を装備している。一般に、無線デバイス
２１０は、任意の数のアンテナを装備しうる。また、基地局２５０も、任意の数のアンテ
ナを装備しうる。
【００１６】
　逆方向リンク（又はアップリンク）においては、送信（ＴＸ）データプロセッサ２１２
が、トラフィックデータを受信して処理し、１又は複数のデータチップのストリームを生
成する。ＴＸデータプロセッサ２１２による処理は、システムに依存し、例えば、符合化
、インタリーブ、シンボルマッピング等を含みうる。一般に、ＣＤＭＡシステムの場合、
これら処理は更に、チャネル化（channelization）及びスペクトル拡散を含む。ＴＸデー
タプロセッサ２１２は更に、データチップのストリームの各々を、対応するアナログベー
スバンド信号に変換する。送信機ユニット２２０は、ＴＸデータプロセッサ２１２からベ
ースバンド信号を受信して調整（例えば、増幅、フィルタ、及び周波数アップコンバート
）し、データ送信のために使用される各アンテナ用のＲＦ出力信号を生成する。このＲＦ
出力信号は、デュプレクサユニット２２２を介して送られ、アンテナ２３０ａ，２３０ｂ
を経由して送信される。
【００１７】
　基地局２５０では、無線デバイス２１０によって送信されたＲＦ信号は、アンテナ２５
２によって受信され、デュプレクサ２５４を介して送られ、受信機ユニット２５６に供給
される。受信機ユニット２５６は、この受信信号を調整（例えば、フィルタ、増幅、及び
周波数ダウンコンバート）し、デジタル化し、データサンプルのストリームを提供する。
受信（ＲＸ）データプロセッサ２６０は、このデータサンプルを処理し、復号されたデー
タを提供する。ＲＸデータプロセッサ２６０による処理は、ＴＸデータプロセッサ２１２
による処理と相補的であり、例えば、逆拡散、逆チャネル化（de-channelization）、シ
ンボルデマッピング、逆インタリーブ、及び復号を含む。
【００１８】
　無線デバイス２１０の電力制御のために、ＳＮＲ推定器２６２は、例えば、無線デバイ
スによって送信されたパイロットに基づいて、無線デバイス２１０のための受信ＳＮＲを
推定する。コントローラ２７０は、この受信ＳＮＲを、無線デバイス２１０のための目標
ＳＮＲと比較し、比較結果に基づいて、ＴＰＣコマンドを生成する。各ＴＰＣコマンドは
、無線デバイス２１０に対して、送信電力を（例えば、予め定めた量）増やすように指示
するアップコマンドか、送信電力を減らすように指示するダウンコマンドかの何れかであ
る。コントローラ２７０は、一般に、無線デバイス２１０のための目標パケット／フレー
ム誤り率を達成するために、目標ＳＮＲを調節する。無線デバイス２１０のためのＴＰＣ
コマンドは、他のデータと同様に、ＴＸデータプロセッサ２８０によって処理され、送信
機ユニット２８２によって調整され、デュプレクサ２５４を介して送られ、アンテナ２５
２経由で送信される。
【００１９】
　無線デバイス２１０では、基地局２５０によって送信されたＲＦ信号が、アンテナ２３
０ａ，２３０ｂによって受信され、デュプレクサユニット２２２を介して送られ、受信機
ユニット２３２によって調整及びデジタル化され、ＲＸデータプロセッサ２３４によって
処理されて、無線デバイス２１０のために基地局２５０から送られたＴＰＣコマンドが復
元される。コントローラ２４０は、このＴＰＣコマンドを受け取り、ＴＸデータプロセッ
サ２１２による処理と、送信機ユニット２２０の動作とを制御する。例えば、コントロー
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ラ２４０は、逆方向リンクでの送信のために、送信機ユニット２２０の動作を変える制御
信号を生成しうる。この制御信号は、以下に述べるように、（１）受信したＴＰＣコマン
ド及び／又は基地局２５０からの他のフィードバックに基づいて、あるいは（２）何れの
フィードバックもなく無線デバイス２１０によって自立的に生成されうる。
【００２０】
　コントローラ２４０及びコントローラ２７０はそれぞれ、無線デバイス２１０及び基地
局２５０内の様々な処理ユニットの動作をも指示する。メモリユニット２４２及びメモリ
ユニット２７２はそれぞれ、コントローラ２４０及びコントローラ２７０のためのデータ
及びプログラムコードを格納する。
【００２１】
　ＴＰＣコマンドは、無線デバイス２１０において容易に利用可能なフィードバックの１
つの形態を表す。それは、現在のチャネル状態を推定するために使用される。アップコマ
ンドが基地局２５０から送られた確率が高い場合、無線デバイス２１０はフェードを検出
しうる。しかしながら、基地局２５０からの他の形態のフィードバックもまた、現在のチ
ャネル状態を推定するために使用される。
【００２２】
　無線デバイス２１０では、アンテナ２３０ａが、メインアンテナと見なされ、アンテナ
２３０ｂが、第２のアンテナ、又はダイバーシティアンテナと見なされうる。アンテナ２
３０ａ及びアンテナ２３０ｂは、同じアンテナ設計、あるいは異なるアンテナ設計で実現
されうる。アンテナ２３０ａとアンテナ２３０ｂとが同じ設計／タイプである場合、これ
らアンテナを、異なる場所及び／又は異なる方向に配置することによって、異なる散乱効
果が達成されうる。しかしながら、アンテナ２３０ａ及びアンテナ２３０ｂが、異なる設
計／タイプからなり、異なるアンテナパターン、異なる極性、及び／又はその他の異なる
特性を持っているのであれば、改善されたパフォーマンスが達成されうる。
【００２３】
　例えば、アンテナ２３０ａは、ダイポールアンテナとして実現され、アンテナ２３０ｂ
は、パッチアンテナとして実現されうる。ダイポールアンテナはホイップアンテナとも呼
ばれ、一般的な例は、セルラ電話によく使用されるプールアウトアンテナである。ダイポ
ールアンテナの典型的な設計は、２００１年５月２９日に発行され、"Balanced, Retract
able Mobile Phone Antenna"と題された米国特許６，２３９，７５５号（特許文献１）に
記載されている。パッチアンテナは平面アンテナとも呼ばれ、一般には、プリント回路基
板上に製造される。パッチアンテナの典型的な設計は、２００３年５月６日に発行され、
"Planar Antenna for Wireless Communications"と題された米国特許６，５５９，８０９
号（特許文献２）に記載されている。２つの異なるタイプのアンテナ（スリーブダイポー
ルアンテナとクワッドリファイラ・へリックス・アンテナ（quadrifilar helix antenna
）を備えた典型的なアンテナアセンブリは、２００４年４月１３日に発行され、"Compact
 Dual Mode Integrated Antenna System for Terrestrial Cellular and Satellite Tele
communications"と題された米国特許６，７２０，９２９号（特許文献３）に記載されて
いる。アンテナ２３０ａ及びアンテナ２３０ｂ用に、他のタイプのアンテナが使用されて
もよい。例えば、アンテナ２３０ａ及びアンテナ２３０ｂは、フラットコイル、パッチ、
マイクロストリップアンテナ、プリントダイポール、（パッチアンテナの特別なケースで
ある）インバートＦアンテナ、平面インバートＦアンテナ（ＰＩＦＡ）、極性パッチ、プ
レートアンテナ（接地面を持たない不規則形状のフラットアンテナ）等によって実現され
る。
【００２４】
　図３は、送信機ユニット２２０ａのブロック図を示す。これは、図２の送信機ユニット
２２０の実施形態である。送信機ユニット２２０ａ内では、送信回路ブロック３１０が、
ベースバンド信号を受信し、変調された信号を生成する。送信回路ブロック３１０は一般
に、増幅器、ミキサ、フィルタ等を含み、ＲＦ集積回路（ＲＦＩＣ）内に実装されるか、
あるいはディスクリートな回路素子とともに実装される。バンドパスフィルタ（ＢＰＦ）
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３１２は、変調された信号をフィルタし、フィルタされた変調信号を提供する。電力スプ
リッタ３１４は、このフィルタされた変調信号を分割し、第１のＲＦ変調信号を電力増幅
器（ＰＡ）３１８ａに、第２のＲＦ変調信号を回路素子３１６に提供する。電力スプリッ
タ３１４は、カップラ、又は他のタイプの回路で実現されうる。第１のＲＦ変調信号及び
第２のＲＦ変調信号は、同じ又は異なる信号レベルを有しうる。例えば、第２のＲＦ変調
信号は、第１のＲＦ変調信号よりも、３ｄＢ、６ｄＢ、１０ｄＢ、あるいはその他の量小
さいかもしれない。
【００２５】
　回路素子３１６は、第２のＲＦ変調信号を、復号利得Ｇと掛け合わせ（multiply）、ス
ケールされたＲＦ変調信号を、電力増幅器３１８ｂに提供する。回路素子３１６は、第２
のＲＦ変調信号の振幅をスケールし、及び／又は、その位相を回転して、スケールされた
ＲＦ変調信号を生成する。電力増幅器３１８ａは、第１のＲＦ変調信号を増幅して、第１
のＲＦ出力信号（ＲＦｏｕｔ１）を提供する。それは、デュプレクサ３２２ａを介して送
られ、アンテナ２３０ａから送信される。同様に、電力増幅器３１８ｂは、スケールされ
たＲＦ変調信号を増幅して、第２のＲＦ出力信号（ＲＦｏｕｔ２）を提供する。それは、
デュプレクサ３２２ｂを介して送られ、アンテナ２３０ｂから送信される。電力増幅器３
１８ａ及び電力増幅器３１８ｂは、同じ利得あるいは異なる利得を有しうる。例えば、電
力増幅器３１８ａは、電力増幅器３１８ｂよりもより高い利得、かつより高いＲＦ出力信
号レベル（例えば、電力増幅器３１８ａの場合２５ｄＢに対して、電力増幅器３１８ｂの
場合１５ｄＢ）を提供するように設計されうる。電力増幅器３１８ａからのＲＦ出力信号
レベルはＰｏｕｔ１であり、電力増幅器３１８ｂからのＲＦ出力信号レベルはＰｏｕｔ２
である。ここで、Ｐｏｕｔ１はＰｏｕｔ２と等しいかもしれないし、等しくないかもしれ
ない。
【００２６】
　メイン送信信号経路は、送信回路ブロック３１０からアンテナ２３０ａまでの全てを含
み、電力増幅器３１８ａ及びデュプレクサ３２２ａを含んでいる。ダイバーシティ送信信
号経路は、送信回路ブロック３１０からアンテナ２３０ｂまでの全てを含み、回路素子３
１６、電力増幅器３１８ｂ、及びデュプレクサ３２２ｂを含んでいる。送信回路ブロック
３１０、バンドパスフィルタ３１２、及び電力スプリッタ３１４は、共通であり、メイン
送信信号経路とダイバーシティ送信信号経路との両方によって共有される。メイン送信信
号経路は、ＣＤＭＡのためのＩＳ－９８規格によって課せされる電力要求及び線形性要求
のような適用可能なシステム要求に準拠するように設計されうる。ダイバーシティ送信信
号経路は、このようなシステム要求の全てに準拠しているか、あるいはしていないかもし
れない。例えば、ダイバーシティ送信信号経路は、＋２３ｄＢｍの最大出力電力要求を除
いて、ＩＳ－９８仕様の全てを満足するように設計されうる（例えば、ダイバーシティ送
信信号経路は、＋１２ｄＢｍの最大出力電力しか提供しないかもしれない）。ダイバーシ
ティ送信信号経路が、仕様に完全に準拠している訳ではないか、及び／又は、第２のＲＦ
出力信号レベルが、第１のＲＦ出力信号レベルよりも小さいのであれば、電力増幅器３１
８ｂは、電力増幅器３１８ａと同じ電力及び線形性パフォーマンスを持つ必要がないかも
しれない。この場合、電力増幅器３１８ｂは、より少数の増幅ステージで設計され、かつ
／又はより少ない電力を消費し、より低いコストとなるように設計することができる。ダ
イバーシティ送信信号経路から電力増幅器４１８ｂを省略することも可能かもしれない。
また、デュプレクサ３２２ｂは、緩和された要求を有することもできる。
【００２７】
　上述したように、アンテナ２３０ａは、第１のタイプ（例えば、ダイポールアンテナ）
からなりえ、第２のアンテナ２３０ｂは、第２のタイプ（例えば、パッチアンテナ）から
なりうる。アンテナ２３０ａ及びアンテナ２３０ｂがデコリレートされているのであれば
、これらアンテナのうちの１つのチャネルがフェードしていても、他方のアンテナのチャ
ネルはフェードしていないかもしれない。２つのＲＦ出力信号の相対的な位相及び／又は
振幅を調節することによって、無線デバイス２１０から、同じ又は低い送信電力で、より
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高い受信信号が、基地局２５０によって得られうる。回路素子３１６は、ダイバーシティ
アンテナ２３０ｂから送信される第２のＲＦ出力信号の複合利得（つまり、位相及び／又
は振幅）を調節するために使用され、乗算器、プログラム可能な遅延素子、又は他の幾つ
かのタイプの回路で実現されうる。ダイバーシティ送信信号経路のための複合利得の調節
は、様々な方式で実行されうる。
【００２８】
　１つの実施形態では、無線デバイス２１０は、基地局２５０からのあらゆるフィードバ
ック無しに、第２の送信信号経路のための複合利得を自立的に調節する。第１の調節スキ
ームでは、無線デバイス２１０は、系統的に、第２のＲＦ出力信号の位相をスイープする
。これは、各時間インターバルｎについて、電力スプリッタ３１４からの第２のＲＦ変調
信号を、複合利得ｅｊ２π・ｎ／Ｎと掛け合わせることによって達成されうる。フェード
の間にわたって第２のＲＦ出力信号を調節できるように、各時間インターバルの持続時間
は、高速フェードの予期される持続時間よりも短くなるように定められる。Ｎ個の時間イ
ンターバルによって３６０°全体がスイープされる。ここでＮは、１よりも大きい任意の
値でありうる。第２の調節スキームでは、第２のＲＦ変調信号が、各時間インターバルｎ
について、準ランダムな位相ｅｊ２π・ｐ（ｎ）／Ｎと掛け合わされる。ここで、ｐ（ｎ
）は、０とＮとの間の準ランダムな値、すなわち、０≦ｐ（ｎ）≦Ｎである。第３の調節
スキームでは、第２のＲＦ変調信号が、それぞれ利得Ｇ＝１及びＧ＝０と掛け合わされる
ことによって、ダイバーシティ送信信号経路が、ＯＮ状態（イネーブル）とＯＦＦ状態（
ディセーブル）との間を循環する。第２のＲＦ変調信号はまた、系統的に、あるいは準ラ
ンダムに選択されうる他の幾つかの複合値とも掛け合わされる。
【００２９】
　別の実施形態では、無線デバイス２１０は、基地局２５０からのフィードバックに基づ
いて、ダイバーシティ送信信号経路のための複合利得を調節する。このフィードバックは
、無線デバイス２１０の電力制御用に基地局２５０によって送られたＴＰＣコマンドの形
態であるかもしれない。無線デバイス２１０は、受信したＴＰＣコマンドに基づいて、基
地局２５０で受信される信号レベルの低下を検出しうる。例えば、予め定めた数の連続す
るＵＰコマンドが基地局２５０から送られる場合、ある時間ウィンドウ内で受信したＴＰ
Ｃコマンドのうち、予め定めた（あるいはそれよりも高い）パーセントがＵＰコマンドで
ある場合等には、無線デバイス２１０は、現在のチャネルコンフィギュレーションがフェ
ードにあると推定しうる。そして、無線デバイス２１０は、この受信したＴＰＣコマンド
に基づいて、フェードが検出された場合にはいつでも、第２の送信信号経路のための複合
利得を調節しうる。アンテナ２３０ａとアンテナ２３０ｂとがデコリレートされるのであ
れば、以前のチャネルコンフィギュレーションよりも、新たなチャネルコンフィギュレー
ションの方が良好である可能性が高い。無線デバイス２１０は、ＴＰＣコマンドの配信が
、通常に戻ると考えられるまで、複合利得の調節を継続しうる。無線デバイス２１０は、
効果を得るのに十分な時間を各複合利得設定に対して与えるために、ＴＰＣコマンドレー
トよりも低いレートで複合利得を調節しうる。
【００３０】
　図４は、送信機ユニット２２０ｂのブロック図を示す。それは、図２の送信機ユニット
２２０の別の実施形態である。送信機ユニット２２０ｂ内では、送信回路ブロック４１０
、バンドバスフィルタ４１２、及び電力スプリッタ４１４が、ベースバンド信号を、図３
について説明したようにして処理し、電力増幅器４１８ａ及び電力増幅器４１８ｂに、第
１のＲＦ変調信号及び第２のＲＦ変調信号をそれぞれ供給する。電力増幅器４１８ａは、
第１のＲＦ変調信号を増幅し、第１のＲＦ出力信号を供給する。それは、デュプレクサ４
２２ａを介して送られ、アンテナ２３０ａから送信される。同様に、電力増幅器４１８ｂ
は、第２のＲＦ変調信号を増幅し、第２のＲＦ出力信号を供給する。それはデュプレクサ
４２２ｂ及びダイプレクサ４２４を介して送られ、アンテナ２３０ｂから送信される。第
１のＲＦ出力信号レベルはＰｏｕｔ１であり、第２のＲＦ出力信号レベルはＰｏｕｔ２で
ある。第１のＲＦ出力信号及び第２のＲＦ出力信号は、同じかあるいは異なる信号レベル
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を持ちうる。例えば、第２のＲＦ出力信号は、第１のＲＦ出力信号よりも低い信号レベル
を持つかもしれない。第２のＲＦ出力信号のための低いレベルは、（１）第２のＲＦ変調
信号を、第１のＲＦ変調信号よりも小さくなるように生成することによって、及び／又は
、（２）電力増幅器４１８ａよりも、電力増幅器４１８ｂに低い利得を使用することによ
って得られうる。
【００３１】
　電力増幅器４１８ａ及びデュプレクサ４２２ａは、メイン送信信号経路の一部である。
電力増幅器４１８ｂ、デュプレクサ４２２ｂ、及びダイプレクサ４２４は、ダイバーシテ
ィ送信信号経路の一部である。第１の制御信号（Ｃｔｒｌ１）は、電力増幅器４１８ａに
供給され、電力増幅器４１８ａの動作を制御するために使用される。第２の制御信号（Ｃ
ｔｒｌ２）は、電力増幅器４１８ｂに供給され、電力増幅器４１８ｂの動作を制御するた
めに使用される。各制御信号は、関連する電力増幅器を選択的にイネーブル又はディセー
ブルし、関連する電力増幅器の位相及び／又は利得を調節し、及び／又は、その他の幾つ
かの方式で、関連する電力増幅器の動作を調節する。各制御信号は、基地局２５０から送
られたＴＰＣコマンドに基づいて生成されうる。しかしながら、以下に述べるように、Ｃ
ｔｒｌ１信号及びＣｔｒｌ２信号は、異なる方式で生成されうる。無線デバイス２１０は
、メイン送信信号経路とダイバーシティ送信信号経路とを様々な方式で制御しうる。
【００３２】
　実施形態では、無線デバイス２１０が送信している場合は常に、メイン送信信号経路は
イネーブルされる。また、ダイバーシティ送信信号経路は、基地局２５０からのフィード
バックに基づいて、選択的にイネーブル及びディセーブルされる。この実施形態の場合、
Ｃｔｒｌ１信号は、電力増幅器４１８ａからの第１のＲＦ出力信号の送信電力レベルを調
節するために使用される。Ｃｔｒｌ１信号は、基地局２５０から送られたＴＰＣコマンド
に基づいて、通常の方式で生成されうる。そして（１）各ＵＰコマンドについて、予め定
めた量まで電力増幅器４１８ａの利得を増加させ、（２）各ＤＯＷＮコマンドについて、
予め定めた量まで電力増幅器４１８ａの利得を減少させうる。Ｃｔｒｌ２信号もまた、基
地局２５０における良好なパフォーマンスを達成するために、受信したＴＰＣコマンドに
基づいて生成されうる。第１の調節スキームでは、受信したＴＰＣコマンドに基づいて、
フェードが検出された場合にはいつでも、Ｃｔｒｌ２信号は、オン状態（イネーブル）と
オフ状態（ディセーブル）との間で電力増幅器４１８ｂをトグルする。フェードは、図３
について上述したように検出されうる。イネーブル及びディセーブルされたダイバーシテ
ィ送信信号とともに、異なるチャネルコンフィギュレーション、すなわち、基地局におけ
る異なる受信信号レベルが得られる。第２の調節スキームでは、Ｃｔｒｌ２信号は、フェ
ードが検出された場合、電力増幅器４１８ｂをイネーブルし、良好なチャネル状態が検出
される場合、電力増幅器４１８ｂをディセーブルする。例えば、予め定めた数の連続する
ＤＯＷＮコマンドが基地局２５０から送られた場合、ある時間ウィンドウ内で受信したＴ
ＰＣコマンドのうち、予め定めた（あるいはそれよりも高い）パーセントがＤＯＷＮコマ
ンドである場合等には、良好なチャネル状態が検出されうる。
【００３３】
　別の実施形態では、無線デバイス２１０は、基地局２５０からのフィードバックに基づ
いて、メイン送信信号経路と、ダイバーシティ送信信号経路との間を循環する。無線デバ
イス２１０は先ず、逆方向リンクでの送信のためにメイン送信信号経路をイネーブルしう
る。無線デバイス２１０は次に、フェードが検出されると、メイン送信信号経路とダイバ
ーシティ送信信号経路との両方をイネーブルし、別のフェードが検出されると、ダイバー
シティ送信信号経路のみをイネーブルし、更に別のフェードが検出されると、メイン送信
信号経路のみをイネーブルする等を行う。この実施形態の場合、検出された各フェードは
、送信のために選択された異なるチャネルコンフィギュレーションとなる。メイン送信信
号経路及びダイバーシティ送信信号経路は、（例えば、上述したような）予め定めた規則
、あるいは準ランダムな方式でイネーブル及びディセーブルされうる。
【００３４】
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　上述したように、ダイバーシティ送信信号経路のための第２のＲＦ出力信号は、メイン
送信信号経路のための第１のＲＦ出力信号よりも振幅が低い。フェードが、受信局におけ
る受信信号レベルを、２０ｄＢまで低下させる場合、第２のＲＦ出力信号が、第１のＲＦ
出力信号よりも３ｄＢ、６ｄＢ、あるいは１０ｄＢ低い場合でさえも、パフォーマンスは
改善されうる。更に、無線デバイスによって使用される実際の送信電力レベルは、多くの
場合、システムによって指定された最大送信電力よりも低い。例えば、ＩＳ－９８は、ア
ンテナにおいて、最大送信電力レベルとして２３ｄＢｍを規定しているが、無線デバイス
によって使用される実際の送信電力レベルは、通常、ほとんどの動作シナリオについて、
５ｄＢｍと１０ｄＢｍとの間のノミナル範囲内にある。実際の送信電力レベルは、システ
ムによって規定された最大電力レベル又は最小電力レベルにあることは稀であり、代わり
に、ほとんどの時間において、ノミナル範囲内にある。これらの動作特性は、無線デバイ
スにおける送信機ユニットの実装を単純化するために活用されうる。
【００３５】
　図５は、送信機ユニット２２０ｃのブロック図を示す。これは、図２の送信機ユニット
２２０の別の実施形態である。送信機ユニット２２０ｃ内では、送信ＲＦ集積回路（ＴＸ
　ＲＦＩＣ）５１０が、ベースバンド信号を受信して処理し、第１及び第２のＲＦ変調信
号を供給する。バンドパスフィルタ５１２は、第１のＲＦ変調信号をフィルタし、フィル
タされた変調信号を供給する。電力増幅器５１８は、このフィルタされた変調信号を増幅
し、デュプレクサ４２２ａに第１のＲＦ出力信号を供給する。第２のＲＦ変調信号は、第
２のＲＦ出力信号として使用され、デュプレクサ４２２ｂに直接供給される。第１のＲＦ
出力信号レベルはＰｏｕｔ１であり、第２のＲＦ出力信号レベルはＰｏｕｔ２である。電
力増幅器５１８によって、Ｐｏｕｔ１は一般にＰｏｕｔ２よりも高い。
【００３６】
　Ｃｔｒｌ１信号は、電力増幅器５１８に供給され、メイン送信信号経路のため、電力増
幅器５１８の動作を制御するために使用される。Ｃｔｒｌ２信号は、ＴＸ　ＲＦＩＣ５１
０に供給され、ダイバーシティ送信信号経路のため、ＴＸ　ＲＦＩＣ５１０の動作を制御
するために使用される。各制御信号は、関連する送信信号経路を選択的にイネーブル又は
ディセーブルし、関連する送信信号経路の位相及び／又は利得を調節し、及び／又は、関
連する送信信号経路内の任意の回路素子の動作を変更しうる。各制御信号は、基地局２５
０から受信したＴＰＣコマンドに基づいて生成されうる。そして、Ｃｔｒｌ１信号及びＣ
ｔｒｌ２信号は、異なる方式で生成されうる。無線デバイス２１０は、図３及び図４に関
して述べたように、メイン送信信号経路とダイバーシティ送信信号経路とを様々な方式で
制御しうる。
【００３７】
　図６は、送信機ユニット２２０ｃ内のＴＸ　ＲＦＩＣ５１０の実施形態のブロック図を
示す。多くの無線通信システムに一般に使用される直交位相変調の場合、ベースバンド信
号は、同相（Ｉｂｂ）ベースバンド信号と、直交位相（Ｑｂｂ）ベースバンド信号とを含
んでいる。ＴＸ　ＲＦＩＣ５１０内では、増幅器（Ａｍｐ）６１０ａ及び増幅器（Ａｍｐ
）６１０ｂが、それぞれ、Ｉｂｂベースバンド信号及びＱｂｂベースバンド信号を受け取
って増幅し、増幅されたベースバンド信号を、直交位相変調器６２０に供給する。変調器
６２０内では、ミキサ６２２ａが、増幅されたベースバンド信号を、ＬＯジェネレータ６
２６からの同相局部発振器（ＩＬＯ）信号を用いて周波数アップコンバートし、同相変調
成分を提供する。同様に、ミキサ６２２ｂは、増幅されたベースバンド信号を、ＬＯジェ
ネレータ６２６からの直交変調局部発振器（ＱＬＯ）信号を用いて周波数アップコンバー
トし、直交位相変調成分を提供する。加算器６２４は、同相変調成分及び直交位相変調成
分を加算し、変調信号を提供する。この変調信号は、増幅器６３０によって増幅され、増
幅器／ドライバ６４０ａ及び増幅器／ドライバ６４０ｂの両方によって増幅されて、第１
のＲＦ変調信号（ＲＦｍｏｄ１）と、第２のＲＦ変調信号（ＲＦｍｏｄ２）とがそれぞれ
生成される。
【００３８】
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　図６は、具体的な送信機設計を示す。一般に、各送信信号経路内の信号の調整は、増幅
器、フィルタ、ミキサ等の１又は複数のステージによって行なわれうる。これらの回路ブ
ロックは、図６に示されるものとは異なる方式で構成されうる。更に、図６に示されない
他の回路ブロックもまた、各送信信号経路内の信号を調整するために使用されうる。図６
はまた、直接アップコンバートアーキテクチャを示している。それは、ＲＦに直接的に変
調を行い、ＲＦ変調信号を生成する。（図６に示していない）スーパヘテロダインアーキ
テクチャの場合、変調は、ＲＦではなく中間周波数（ＩＦ）においてなされ、ＩＦ変調信
号が生成される。それは、その後、ＲＦに周波数アップコンバートされる。
【００３９】
　増幅器／ドライバ６４０ａは、メイン送信信号経路の一部であり、増幅器／ドライバ６
４０ｂは、ダイバーシティ送信信号経路の一部である。Ｃｔｒｌ２信号は、増幅器／ドラ
イバ６４０ｂに供給され、増幅器／ドライバ６４０ｂ、すなわち、ダイバーシティ送信信
号経路の動作を制御するために使用される。メイン送信信号経路は、図５に示すように、
メイン送信信号経路内の電力増幅器５１８に加えられるＣｔｒｌ１信号によって制御され
る。
【００４０】
　図３乃至６内に示す実施形態の場合、第２のＲＦ出力信号レベルは、第１のＲＦ出力信
号レベルよりも小さく（つまり、Ｐｏｕｔ２＜Ｐｏｕｔ１）設定されうる。これは、高Ｒ
Ｆ出力信号レベルを取り扱う必要がなく、ダイバーシティ送信信号経路のためのより簡素
な設計及び低い費用を可能にする。例えば、図３及び図４にそれぞれ示すダイバーシティ
送信信号経路のために、より小型の電力増幅器３１８ｂ及び４１８ｂが使用され、図５に
おけるダイバーシティ送信信号経路の場合に、外部電力増幅器が省略され、図６において
、両送信信号経路のためのＲＦ信号が、単一のＲＦＩＣによって生成されうる。
【００４１】
　上述した実施形態のうちの幾つかの場合、ダイバーシティ送信信号経路をイネーブル及
びディセーブルすることは、信号経路の利得及び／又は位相を調節することよりも、実現
がはるかに簡単である。ダイバーシティ送信信号経路は、信号経路内の電力増幅器又はド
ライバへ、単にバイアス電流を移すことによりしばしばイネーブルされうる。
【００４２】
　図７は、受信したＴＰＣコマンドに基づいて複数の送信信号経路の動作を制御する処理
７００を示す。処理７００は、図３の送信機ユニット２２０ａ、図４の送信機ユニット２
２０ｂ、及び図５の送信機ユニット２２０ｃとともに使用される。処理７００は、図２の
コントローラ２４０によって実行されうる。
【００４３】
　無線デバイスは、既に説明したように、基地局からのＴＰＣコマンドを受信し（ブロッ
ク７１２）、受信したＴＰＣコマンドに基づいてフェードを検出する（ブロック７１４）
。ブロック７１６において、フェードが検出されたと判定された場合には、無線デバイス
は、メイン送信信号経路、ダイバーシティ送信信号経路、又はメイン送信信号経路とダイ
バーシティ送信信号経路との両方の動作を調節して、基地局におけるより大きな受信信号
レベルを達成する（ブロック７１８）。無線デバイスは、図３乃至５について上述した調
節実施形態及びスキームのうちの何かを実施しうる。ブロック７１８の後、また、ブロッ
ク７１６においてフェードが検出されない場合、無線デバイスはブロック７１２に戻る。
無線デバイスは、任意の持続時間からなる時間インターバルで、ブロック７１４からブロ
ック７１８を実行しうる。
【００４４】
　上述した方式によるメイン送信信号経路及びダイバーシティ送信信号経路の動作は、無
線環境における散乱を利用することにより、基地局における受信信号レベルを改善するこ
とができる。より高い受信信号レベルによって、無線デバイスは、平均してより小さな送
信電力で、目標ＳＮＲを達成することが可能となる。よって、これは、無線デバイスによ
る電力消費を実質的に低減し、通話時間を長くする。
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【００４５】
　明確化のために、ＴＰＣコマンドに基づく送信信号経路が、上述された。ＴＰＣコマン
ドは、幾つかの無線システムにおいて、比較的高いレート（例えば、毎秒４００、８００
、又は１６００回）で送られ、速いフェードと格闘する送信信号経路のより速い調節が可
能となる。送信信号経路はまた、無線デバイスにおいて利用可能な他のタイプのフィード
バックに基づいても制御されうる。例えば、送信信号経路は、例えば、ＣＤＭＡで一般に
用いられているハイブリッドアクノレッジメント／要求（Ｈ－ＡＲＱ）送信スキームのよ
うなインクリメンタル冗長（ＩＲ）送信スキームで無線デバイスによって受信されるアク
ノレッジメント（ＡＣＫ）及び／又は否定的アクノレッジメント（ＮＡＫ）に基づいて制
御されうる。送信信号経路はまた、基地局において測定され無線デバイスへ送り返される
受信信号強度インジケータ（ＲＳＳＩ）に基づいても調節されうる。
【００４６】
　更に、明確化のために、上述した記述の多くは、２つのアンテナと２つの送信信号経路
とを有する無線デバイス用である。一般に、本明細書に記述された技術は、１より多い任
意の数のアンテナを備える無線デバイス用にも使用されうる。２より多いアンテナを備え
た無線デバイスは、送信時にはいつでもメイン送信信号経路をイネーブルし、残りの送信
信号経路のうちの何れか１つ又は任意の組み合わせを自立的に調節しうる。無線デバイス
はまた、受信したＴＰＣコマンド又は他の幾つかのフィードバックに基づいて、個々の異
なる送信信号経路、あるいは送信信号経路の異なる組み合わせを選択的にイネーブル及び
ディセーブルしうる。
【００４７】
　本明細書に記載の無線デバイスは、例えばＣＤＭＡシステム、時分割多元接続（ＴＤＭ
Ａ）システム、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）システム、ＧＳＭシステム等のような様
々な無線通信システム内で使用されうる。ＣＤＭＡシステムは、例えばｃｄｍａ２０００
、広帯域ＣＤＭＡ（Ｗ－ＣＤＭＡ）等のような様々なラジオアクセス技術（ＲＡＴ）を実
現しうる。無線デバイスは更に、多元システム（例えば、ＣＤＭＡシステム及びＧＳＭシ
ステム）の動作もサポートしうる。
【００４８】
　無線デバイス用の処理ユニット及び送信機ユニットは、様々な手段によって実現されう
る。例えば、送信機ユニットは、１又は複数のＲＦＩＣ上で、及び／又は、ディスクリー
ト回路コンポーネントとともに実現されうる。送信信号経路の動作を（自立的に、あるい
はフィードバックに基づいて）制御するユニットは、１又は複数の特定用途向けＩＣ（Ａ
ＳＩＣ）、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、デジタル信号処理デバイス（ＤＳＰＤ）
、プログラマブル論理デバイス（ＰＬＤ）、フィールドプログラマブルゲートアレー（Ｆ
ＰＧＡ）、プロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、本
明細書に記載の機能を実行するために設計されたその他の電子ユニット、あるいはそれら
の組み合せ内に実装されうる。制御機能もまた、本明細書に記載の機能を実行するソフト
ウェアモジュール（例えば、手順、関数等）を用いて実現されうる。ソフトウェアコード
がメモリユニット（例えば、図２のメモリユニット２４２）内に格納され、プロセッサ（
例えばコントローラ２４０）によって実行されうる。メモリユニットは、プロセッサ内か
、あるいはプロセッサの外部に実装されうる。
【００４９】
　開示した前記実施形態の記述は、当業者が、本発明を実施し、利用できるように提供さ
れる。これらの実施形態への様々な変更もまた、当業者には容易に明らかであろう。そし
て、本明細書で定義された一般原理は、本発明の精神又は範囲から逸脱することなく、他
の実施形態に適用可能であろう。従って、本発明は、本明細書に示された実施形態に限定
されることは意図されず、本明細書で開示した原理及び新規な特徴と一致する最も広い範
囲が与えられるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
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【図１】図１は、信号の送信に対する散乱効果を示す。
【図２】図２は、無線デバイス及び基地局のブロック図を示す。
【図３】図３は、無線デバイスにおける送信機ユニットの実施形態を示す。
【図４】図４は、送信機ユニットの別の実施形態を示す。
【図５】図５は、送信機ユニットの更に別の実施形態を示す。
【図６】図６は、図５の送信機ユニット内の送信ＲＦ集積回路（ＴＸ　ＲＦＩＣ）を示す
。
【図７】図７は、多数の送信信号経路の動作を制御する処理を示す。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】
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